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緊急一時避難施設の指定状況
（令和８年４月１日時点）
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○国民保護法（抄）
（避難施設の指定）

第百四十八条 都道府県知事※ は、住民を避難させ、又は避難住民等の救援を行うため、あらかじめ、政令で定める
基準を満たす施設を避難施設として指定しなければならない。

２都道府県知事は、前項の規定により避難施設を指定しようとするときは、当該施設の管理者の同意を得なければな
らない。

○国民の保護に関する基本指針（閣議決定）（抄）

第４章第１節５（２） 避難施設の指定

都道府県知事は、区域の人口、都市化の状況、防災のための避難場所の指定状況等地域の実情を踏まえ、発生の

可能性のある事態を念頭に置き、市町村と連携しつつ、避難施設を指定するものとする。この場合において、以下の事
項等に留意するものとする。

○

○ 事態において避難施設に住民を可能な限り受け入れることができるよう、それぞれの施設の収容人数を把握し、
一定の地域に避難施設が偏ることのないように指定するとともに、できるだけ多くの施設の確保に努めるよう
配慮する

※第百八十四条により、指定都市にあっては市長。以下、「都道府県知事」について同。

避難所として、学校、公民館、体育館等の施設を指定するほか、長期に避
難を要する事態における応急仮設住宅等の建設用地、炊き出しや医療の提
供等の救援の実施場所、一時的に集合させる場所等の確保を目的として、
公園、広場、駐車場等の施設を指定するよう配慮する。

「避難所等」

爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難に活用する観点か
ら、コンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地下施
設を指定するよう配慮する。

「緊急一時避難施設」
○

避難施設の指定（これまでの取り組み）
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→ 緊急一時避難施設の指定をより一層促進し、特に地下施設（地下街・地下駅舎等）の指定を進める
ため、令和３年度から７年度までの５年間を集中取組期間として指定を推進
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施設区分
施設数

（令和８年４月１日現在）
定義等

避難施設 103,226※１
住民を避難させ、又は避難住民等の救援を行うための施設

屋内避難施設 81,670※２ 避難所、緊急一時避難施設及び特定臨時避難施設

避難所 71,969
避難住民等を収容するもの
収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、
長期避難住宅の設置が可能（賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げも可能）

緊急一時避難施設 62,382
爆風等からの直接の被害を軽減するための一時的な避難に活用するコンク
リート造り等の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地下施設

地下施設 4,540

特定臨時避難施設 （整備予定）
武力攻撃災害から人の生命及び身体を保護するために必要な機能を備えた一
定期間避難可能で堅ろうな避難施設（先島諸島の５市町村（与那国町、竹富
町、石垣市、多良間村及び宮古島市）で整備予定）

屋外避難施設 62,692
長期に避難を要する事態における応急仮設住宅等の建設用地、炊き出しや医
療の提供等の救援の実施場所、一時的に集合させる場所等の確保を目的とし
た避難施設

※１ 屋内避難施設と屋外避難施設のいずれにも該当する施設が存在するため、これらの合計値と避難施設数は一致しない。
※２ 避難所と緊急一時避難施設のいずれにも該当する施設が存在するため、これらの合計値と屋内避難施設数は一致しない。

避難施設の指定状況
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緊急一時避難施設の指定状況（令和８年４月１日時点）①
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（単位：箇所） （単位：％） （単位：箇所） （単位：％）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

※人口カバー率はR5より
調査開始

○ 緊急一時避難施設は全国で計62,382箇所（前年度比1,240箇所増(+2.0%)）、うち地下施設は全国で計4,540箇所（前年度比307箇所増(+7.3%))。

○ 緊急一時避難施設人口カバー率（全国計）は162.8%（前年度比+7.6%）、地下施設人口カバー率（全国計）は5.9%（前年度比+0.4%）。

○ 令和３年度から令和７年度末までの集中取組期間の成果として、緊急一時避難施設は10,388箇所の増加（期間開始時比+20.0%）、

うち地下施設数は3,262箇所の増加（期間開始時比+255.2%）。取組目標としていた、各指定権者（都道府県及び指定都市）単位での人

口カバー率100%を達成。

+10,388(+20.0%)
+3,262(+255.2%)



緊急一時避難施設の指定状況（令和８年４月１日時点）②

※１ 緊急一時避難施設人口カバー率＝緊急一時避難施設想定収容人数（緊急一時避難施設面積／0.825）／人口
※２ 緊急一時避難施設面積は避難施設データベース（R8.4.1現在）の数値。人口は令和２年国勢調査人口の数値。

指定権者 人口カバー率 指定権者 人口カバー率 指定権者 人口カバー率 指定権者 人口カバー率

1 北海道 302.4% 18 福井県 290.9% 35 山口県 146.5% 52 横浜市 149.3%

2 青森県 133.1% 19 山梨県 156.8% 36 徳島県 184.9% 53 川崎市 111.7%

3 岩手県 104.6% 20 長野県 168.8% 37 香川県 166.7% 54 相模原市 139.2%

4 宮城県 192.5% 21 岐阜県 199.5% 38 愛媛県 249.5% 55 新潟市 167.0%

5 秋田県 195.4% 22 静岡県 157.5% 39 高知県 158.4% 56 静岡市 130.0%

6 山形県 260.5% 23 愛知県 120.5% 40 福岡県 177.8% 57 浜松市 120.0%

7 福島県 183.6% 24 三重県 216.4% 41 佐賀県 122.3% 58 名古屋市 156.6%

8 茨城県 110.1% 25 滋賀県 221.3% 42 長崎県 254.4% 59 京都市 100.9%

9 栃木県 198.0% 26 京都府 118.3% 43 熊本県 194.6% 60 大阪市 175.9%

10 群馬県 142.0% 27 大阪府 190.2% 44 大分県 180.2% 61 堺市 228.8%

11 埼玉県 105.9% 28 兵庫県 143.9% 45 宮崎県 130.2% 62 神戸市 173.6%

12 千葉県 127.6% 29 奈良県 102.2% 46 鹿児島県 171.9% 63 岡山市 128.8%

13 東京都 156.5% 30 和歌山県 248.4% 47 沖縄県 214.4% 64 広島市 159.8%

14 神奈川県 128.2% 31 鳥取県 121.8% 48 札幌市 103.3% 65 北九州市 114.5%

15 新潟県 245.3% 32 島根県 189.0% 49 仙台市 129.0% 66 福岡市 150.8%

16 富山県 286.5% 33 岡山県 164.1% 50 さいたま市 128.4% 67 熊本市 183.0%

17 石川県 245.0% 34 広島県 120.2% 51 千葉市 189.6% 全国計 162.8%

○ 令和８年４月１日現在、緊急一時避難施設人口カバー率（全国計）は162.8％。
○ 全指定権者における緊急一時避難施設人口カバー率100％を達成。
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緊急一時避難施設の指定状況（令和８年４月１日時点）③
（単位：箇所）
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指定権者
(A)

避難施設
(B)

(A)のうち
屋内避難施設

(F)
(A)のうち

屋外避難施設

(C)
(B)のうち
避難所

(D)
(B)のうち
緊急一時
避難施設

(E)
(D)のうち
地下施設

北海道 8,424 5,404 5,066 3,478 48 3,730 
青森県 1,821 1,423 1,344 669 8 1,253 
岩手県 1,555 1,421 1,328 742 33 1,133 
宮城県 1,321 1,089 1,024 778 29 1,144 
秋田県 1,939 1,400 1,356 656 44 1,277 
山形県 2,733 1,546 1,131 968 103 1,374 
福島県 2,357 1,788 1,629 1,101 131 1,403 
茨城県 1,857 1,776 1,720 1,051 17 1,475 
栃木県 1,573 1,475 1,065 1,083 54 882 
群馬県 1,526 1,398 1,326 804 19 1,079 
埼玉県 2,968 2,076 2,001 1,621 32 2,692 
千葉県 2,414 2,147 1,766 1,843 66 1,767 
東京都 5,146 4,851 3,389 4,684 865 2,709 

神奈川県 1,003 885 702 812 42 755 
新潟県 2,642 2,129 1,913 1,387 130 1,495 
富山県 1,699 1,423 1,250 954 157 841 
石川県 1,924 1,372 1,126 1,127 239 982 
福井県 1,273 899 861 768 47 1,062 
山梨県 761 674 666 454 12 603 
長野県 3,789 3,083 2,864 1,353 185 1,961 
岐阜県 2,662 2,280 1,913 1,756 301 1,159 
静岡県 1,639 1,021 842 873 109 669 
愛知県 4,037 2,591 2,209 2,284 171 3,045 
三重県 2,284 1,727 1,382 1,378 85 609 
滋賀県 927 902 876 693 7 578 
京都府 1,063 931 926 718 5 785 
大阪府 2,683 2,040 1,552 1,905 85 1,771 
兵庫県 1,955 1,869 1,826 1,752 24 1,253 
奈良県 1,201 1,134 1,077 856 45 671 

和歌山県 1,255 1,123 1,055 841 18 713 
鳥取県 569 388 379 285 5 327 
島根県 895 787 775 664 3 622 
岡山県 1,162 1,120 1,083 810 28 835 

指定権者
(A)

避難施設
(B)

(A)のうち
屋内避難施設

(F)
(A)のうち

屋外避難施設

(C)
(B)のうち
避難所

(D)
(B)のうち
緊急一時
避難施設

(E)
(D)のうち
地下施設

広島県 1,127 1,003 953 911 27 910 
山口県 1,317 1,199 968 914 140 889 
徳島県 929 907 899 691 7 449 
香川県 959 779 727 723 47 715 
愛媛県 1,611 1,435 1,391 1,204 22 968 
高知県 1,067 1,047 984 718 20 343 
福岡県 3,304 2,196 2,117 1,711 17 1,230 
佐賀県 500 489 488 411 2 326 
長崎県 2,415 1,889 1,843 1,267 18 1,386 
熊本県 1,445 1,228 1,184 897 1 1,087 
大分県 1,440 1,082 993 763 20 1,129 
宮崎県 1,126 965 937 630 10 659 

鹿児島県 2,364 2,301 2,187 1,932 25 1,818 
沖縄県 1,412 1,000 782 998 11 1,135 
札幌市 1,340 524 425 293 88 1,123 
仙台市 558 550 193 549 47 200 

さいたま市 270 270 260 263 14 257 
千葉市 362 311 267 303 15 249 
横浜市 621 621 460 621 53 513 
川崎市 194 194 174 194 9 190 

相模原市 192 189 106 189 13 186 
新潟市 627 367 361 296 6 435 
静岡市 467 229 206 206 18 274 
浜松市 386 181 181 165 0 207 

名古屋市 735 555 415 551 124 198 
京都市 438 432 352 426 59 6 
大阪市 1,563 770 642 757 216 1,294 
堺市 246 202 161 202 29 44 
神戸市 432 432 299 432 133 267 
岡山市 222 220 202 194 17 156 
広島市 481 462 227 461 62 231 

北九州市 695 570 500 500 21 293 
福岡市 995 635 415 628 90 594 
熊本市 329 264 248 234 12 277 
合計 103,226 81,670 71,969 62,382 4,540 62,692 

注１ 消防庁が各指定権者の状況をとりまとめた資料に基づき作成
注２ 屋内避難施設と屋外避難施設のいずれにも該当する施設が存在するため、これらの合計値と避難施設数は一致しない。
注３ 避難所と緊急一時避難施設のいずれにも該当する施設が存在するため、これらの合計値と屋内避難施設数は一致しない。
注４ 都道府県の避難施設数に指定都市の避難施設数は含まない。



地下５施設の指定状況（令和８年４月１日時点）①

地下駅舎等［箇所］ 767

○東京都  ７箇所（京王モール 等）
○兵庫県  １箇所（グランフェスタ）
○札幌市  ３箇所（さっぽろ地下街オーロラタウン 等）
○横浜市  ３箇所（横浜駅東口地下街ポルタ 等）
○川崎市  １箇所（川崎アゼリア）
○静岡市 １箇所（紺屋町準地下街）
○名古屋市 ２箇所（名古屋市営地下鉄大曽根駅前地下施設 等）
○京都市 ２箇所（ゼスト御池地下街 等）
○大阪市 ６箇所（なんばウォーク 等）
○神戸市 ５箇所（デュオこうべ浜の手 等）
○岡山市 ３箇所（岡山一番街 等）
○広島市 ３箇所（広島紙屋町地下街シャレオ 等）
○福岡市 ４箇所（天神地下街 等）

R8.4 41箇所
R7.4 41箇所
R6.4 37箇所
R5.4 21箇所
R4.4 11箇所
R3.4 4箇所

地下街等［箇所］ 41

R8.4 767箇所
R7.4 762箇所
R6.4 590箇所
R5.4 560箇所
R4.4 304箇所
R3.4 79箇所 6

〇栃木県 野岩鉄道１駅
○埼玉県 埼玉高速鉄道６駅
○千葉県 東葉高速鉄道３駅、都営地下鉄１駅、北総鉄道１駅、

首都圏新都市鉄道１駅、その他３箇所
○東京都 東京メトロ160駅、都営地下鉄91駅、東急電鉄９駅、

首都圏新都市鉄道５駅、東京臨海高速鉄道４駅、
JR東日本４駅、京王電鉄４駅、東京モノレール４駅、
京浜急行電鉄３駅、京成電鉄２駅、西武鉄道１駅、
その他12箇所

○神奈川県 市営地下鉄１駅、相模鉄道１駅、その他２箇所
○新潟県 えちごトキめき鉄道１駅
○愛知県 市営地下鉄１駅
○京都府 市営地下鉄１駅
○大阪府 大阪メトロ６駅、その他10箇所
○奈良県 近畿日本鉄道１駅
○札幌市 市営地下鉄45駅
○仙台市 市営地下鉄24駅
○横浜市 市営地下鉄33駅、横浜高速鉄道６駅、東急電鉄３駅、

その他１箇所
○名古屋市 市営地下鉄79駅
○京都市 市営地下鉄29駅、京阪電気鉄道６駅、阪急電気鉄道４駅
○大阪市 大阪メトロ100駅、 JR西日本８駅、京阪電気鉄道７駅、

阪神電気鉄道５駅、近畿日本鉄道３駅、その他２箇所
○堺市 大阪メトロ３駅、その他１箇所
○神戸市 市営地下鉄18駅、阪神電気鉄道８駅、山陽電気鉄道２駅、

阪急電鉄１駅、神戸電鉄１駅
○広島市 広島高速交通４駅
○福岡市 市営地下鉄35駅



地下５施設の指定状況（令和８年４月１日時点）②

その他の地下施設［箇所］

R8.4 454箇所
R7.4 405箇所
R6.4 335箇所
R5.4 219箇所
R4.4 40箇所
R3.4 33箇所

○北海道 32箇所
○青森県   1箇所
○岩手県  32箇所
○宮城県  23箇所
○秋田県 43箇所
○山形県  88箇所
○福島県 121箇所
○茨城県 3箇所
○栃木県 16箇所
○群馬県 13箇所
○千葉県 20箇所
○東京都 12箇所
○神奈川県 4箇所
○新潟県 126箇所
○富山県 155箇所
○石川県 230箇所
○福井県 41箇所
○山梨県 7箇所
○長野県 169箇所
○岐阜県 276箇所
○静岡県 100箇所
○愛知県 86箇所
○三重県 66箇所
○大阪府 18箇所
○兵庫県 2箇所
○奈良県 22箇所
○和歌山県 5箇所
○鳥取県 1箇所
○島根県 1箇所
○岡山県 23箇所
○広島県 13箇所
○山口県 130箇所

地下道［箇所］ 2,139

○香川県 30箇所
○愛媛県 9箇所
○高知県 7箇所
○福岡県 6箇所
○大分県 6箇所
○宮崎県 3箇所
○鹿児島県 2箇所
○札幌市 15箇所
○仙台市 13箇所
○さいたま市3箇所
○千葉市 3箇所
○相模原市 5箇所
○新潟市 4箇所
○静岡市 6箇所
○名古屋市 12箇所
○京都市 2箇所
○大阪市 18箇所
○神戸市 71箇所
○岡山市 11箇所
○広島市 19箇所
○北九州市 6箇所
○福岡市 8箇所
○熊本市 1箇所

R8.4 2,139箇所
R7.4 1,969箇所
R6.4 1,937箇所
R5.4 1,787箇所
R4.4 706箇所
R3.4 616箇所

地下駐車場等［箇所］ 454 1,139

R8.4 1,139箇所
R7.4 1,056箇所
R6.4 1,027箇所
R5.4 749箇所
R4.4 530箇所
R3.4 546箇所

○青森県 4箇所
○山形県 1箇所
○福島県 1箇所
○茨城県 6箇所
○栃木県 6箇所
○群馬県 1箇所
○埼玉県 13箇所
○千葉県 5箇所
○東京都 99箇所
○神奈川県 5箇所
○石川県 4箇所
○福井県 1箇所
○長野県 1箇所
○岐阜県 2箇所
○静岡県 4箇所
○愛知県 2箇所
○三重県 11箇所
○滋賀県   2箇所
○大阪府 24箇所
○兵庫県 10箇所
○奈良県 2箇所
○和歌山県 6箇所
○鳥取県 2箇所
○岡山県 1箇所
〇広島県 3箇所
○山口県 3箇所
○徳島県 6箇所
○香川県 15箇所
○愛媛県 2箇所
○高知県 6箇所
○佐賀県 1箇所
○長崎県 5箇所
○大分県 6箇所
○宮崎県 2箇所

○鹿児島県 2箇所
○沖縄県 7箇所
○札幌市 4箇所
○仙台市 9箇所
○さいたま市3箇所
○千葉市 2箇所
○横浜市 6箇所
○相模原市 5箇所
○新潟市 1箇所
○静岡市 7箇所
○名古屋市 24箇所
○京都市 13箇所
○大阪市 39箇所
○堺市 6箇所
○神戸市 26箇所
○岡山市 3箇所
○広島市 10箇所
○北九州市 6箇所
○福岡市 17箇所
○熊本市 2箇所

○北海道 16箇所
○青森県 3箇所
○岩手県 1箇所
○宮城県 6箇所
○秋田県 1箇所
○山形県 14箇所
○福島県 9箇所
○茨城県 8箇所
○栃木県 31箇所
○群馬県 5箇所
○埼玉県 13箇所
○千葉県 32箇所
○東京都 448箇所
○神奈川県 29箇所
○新潟県 3箇所
○富山県 2箇所
○石川県 5箇所
○福井県 5箇所
○山梨県 5箇所
○長野県 15箇所
○岐阜県 23箇所
○静岡県 5箇所
○愛知県 82箇所
○三重県 8箇所
○滋賀県 5箇所
○京都府 4箇所
○大阪府 27箇所
○兵庫県 11箇所
○奈良県 20箇所
○和歌山県 7箇所
○鳥取県  2箇所
○島根県 2箇所
○岡山県 4箇所
○広島県 11箇所
○山口県 7箇所
○徳島県 1箇所
○香川県 2箇所

○愛媛県 11箇所
○高知県 7箇所
○福岡県 11箇所
○佐賀県 1箇所
○長崎県 13箇所
○熊本県 1箇所
○大分県 8箇所
○宮崎県 5箇所
○鹿児島県 21箇所
○沖縄県 4箇所
○札幌市 21箇所
○仙台市 1箇所
○さいたま市 8箇所
○千葉市 10箇所
〇横浜市 1箇所
○川崎市 8箇所
○相模原市 3箇所
○新潟市 1箇所
○静岡市 4箇所
○名古屋市 7箇所
○京都市 3箇所
○大阪市 28箇所
○堺市 19箇所
○神戸市 1箇所
○広島市 26箇所
〇北九州市 9箇所
○福岡市    26箇所
○熊本市 9箇所
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